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文献研究である。そこで明らかにされたのは大きく次の 3 点である。 
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In this paper, I analyzed a historical change in terms of the ‘homeless’ and associated policy 
categories in Korea. Aim to achieve this, I focused on the general perspective that the homeless are 
not just people who do not own their house but also those considered poor. Also, discussed the fact 
that homeless is considered a specific category which classified as a distinct area of social welfare 
within history. The main findings were as follows: 
The policy category of 'juvenile vagrant(Buranga)' was established throughout the 1960's until 
1974. A child who was judged to be relatively low in necessity or basis of protection was identified 
as a 'Buranga' due to being influenced by the 'child who can work' concept in those days. The policy 
for them was made under the control of the nation in the form of unifying 'correction', 'labor', and 
'social welfare.'  
In the 1980's 'vagrant(Burangin)' appeared, not only disabled people but non-disabled people as 
well. However, with the ‘Hyungjae Welfare House’, violation of human rights case occurred in 1987, 
the disabled and mentally ill became an object of facilities for Burangin. 
Just after the financial crisis in 1997, 'the homeless' was prescribed as an object of the 
unemployment policy, but it is questionable because there has been a significant decrease in the 
number of homeless people who are capable of working. The idea that the term 'the homeless, etc.' 
needed to be expanded became very persuasive. 
Therefore, it is important to clarify public opinion against the category of the homeless, a 
change in Korean society through the concept of homeless and the history of policy, which are 
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して行われる（隅谷 1967; 兵藤 1971）が、その時期に「浮浪者」は主に「流動性の高い」
「日雇労働者」という概念に基づいた対象に限られたという特徴を持つ（佐藤 1997: 314）。
また、労働できない人々の混合収容が分化するプロセスは、社会福祉事業史の観点から現
                                                  
1 Chmabliss は、イギリスにおける「浮浪罪」起源に関する研究を行いはじめた研究者で















































































                                                  

























































































によって『1940 年京城の風景、土幕民の生活と衛生』（民俗院）というタイトルで 2010 年
に出版された。 
10 「火田民」とは山地に火入れ開墾する貧窮民を意味する。植民地時代の 1928 年の調査で



































































































・内務部以外に保健社会部による 2 次元保護体系の運営 
量的拡大期 1982-1986 
○「浮浪人」福祉施設の新・増築 
・収容規模の増加：施設当たり人員 487 名 
質的拡大期 
1987.2 ○保健社会部「『浮浪人』福祉施設運営改善総合対策」実施 











1997. 8. ○社会福祉事業法の改正：施設評価制度の法制化 
1999. 4. 









応急保護期 1998.4. ○保健福祉部、「庶民生計安定対策」発表 
・「露宿者」のためのシェルター60 ヶ所（ソウル 36 ヶ所）開
設 
・帰郷時に一定額の旅費支援 
・大韓赤十字を中心に 60 ヶ所シェルターで食事提供 
・Food Bank を設置 
9 
 




















○ソウル地域 105 ヶ所のシェルター確保、3,000 人入所 
○中間シェルターの「自由の家」を新設し 1,000 人入所 







































































































では第 1～3 章にて 1960 年代～70 年代の政策を論じる際に主に使用する。 
 
②「浮浪人」：1980 年代～2011 年 
「浮浪人」［부랑인：ブランイン］は「浮浪」する成人を意味し、植民地時代から用いら
れていた15。朝鮮戦争後、「浮浪人」は一時期法律用語、行政用語としては使用されなくな







































をいう」という形で定義している。また、第 1 章第 3 節第 6 号では「乞食、ガム売りなど
浮浪人以外に路辺行商、カツギヤ、成人のガム売りなど社会に悪影響を及ぼす者」を「浮






















ン～8,000 ウォン（約 700 円から 800 円）、月 15～20 万ウォン（約 1 万 5 千円から 2 万円）
程度で貧困層が居住している。チェ・ジフン［최지훈］／イ・ジュンホ［이준호］（1999）









































本稿は序論・結論を含め 7 章で構成される。 
第 1 章では、1960 年代の「浮浪児」・「浮浪人」カテゴリーの生成と実態を明らかにする。
朝鮮戦争が勃発し、その影響で戦争孤児が生み出される。しかし、「浮浪児」と呼ばれた児









第 3 章では、1962 年から 1 年にかけて行われた「国土建設団」という事例を扱う。「国










第 4 章では、1980 年代における「浮浪人」政策の性格を「兄弟福祉院事件」を通して問
う。そのため、1970 年代の半ばから「児童」をめぐる社会的変化による「浮浪児」の消滅
と、新しい政策の対象として軽度障害者や精神疾患者といった、働けない人々が「浮浪人」











































なかったが、路上や関連施設で暮らしていた 10 歳以上 20 歳未満の子どもを意味していた
（保健社会部 1960）。当時、政府は成人の「浮浪人」に対しては実態を把握するための統
                                                  
19 朝鮮総督府は、1930 年代以降植民地朝鮮に対する政策を農業から工業振興に変換させた。
特に、1931 年に勃発した満州戦争以降、急速に工業化は進み始めた。その結果、1931 年か
ら 1938 年まで、工業生産の平均成長率は 12.9％を記録し、1931 年から 1940 年までの工





の第 1 章を参照のこと。 
21 1961 年 12 月に決定された、兵役未了者の救済をはかるという名目で 1962 年 3 月から
12 月まで進められた国土開発事業である。約 1 万 4000 人あまりが投入された。人員不足
の地域には｢浮浪人｣とされた人々が動員された。報酬がまともに支給されない、苛酷な監
視・監督が行なわれるなど、運営面での問題が指摘され、廃止された。しかし、1968 年、























1960 年代の「浮浪児」生成の背景として、まず約 3 年間続いた朝鮮戦争の影響をあげる
ことができる。大韓民国統計年鑑（内務部 1955）によれば、戦争により、38 万人あまり
が死亡し、32 万人あまりが失踪扱いとされた。また、大韓民国国防部（1954）は、1952
年 12 月末において避難民が約 230 万人いることを把握していた（大韓民国国防部政訓部 








は戦争が終わった 1953 年時点で 17 万 5 千人いると推算された24。その 10 年後の 1961 年
                                                  
22 「戦災民一千万、75％が破壊」『京郷新聞
キョンヒャンシンムン




24 「戦災民一千万、75％が破壊」『京郷新聞』1953 年 5 月 31 日 
18 
 
でも、8 万 5 千人あまりの戦争孤児がいると把握されていた25。 
これらの戦争孤児に対する対策は、主に施設への入所であった。1956 年、戦争直後の政
府統計によると、厚生及び福祉施設全 604 ヶ所のうち、児童と係わる嬰児院、育児院など26




























                                                  
25「戦争後 11 年もの歳月ながれたのに」『朝鮮日報
ジョソンイルボ





だろう。1957 年-61 年、財政規模で米国援助の比重は 50%程度であった（ナム・チャンソ
ブ［남찬섭］ 2005: 31）。したがって、社会福祉及び救護施設も外国援助に大きく依存して
いた。 





朝鮮戦争が終わって 10 年がすぎた 1960 年代においても、「浮浪児」と呼ばれる人々が急
増しているとの記事が並んでいた。例えば以下のような記事がある。 
 
「ソウルの道は浮浪児の世界」（『京郷新聞』1963 年 9 月 21 日） 
 
地方から上ってくる浮浪児を阻むことができない限り…現在の状態ではこれ以上
収容することができない。（「超満員収容所」『京郷新聞』1960 年 10 月 30 日） 
 
「浮浪児」たちますます増加へ。貧しい暮し反映、収容所では悲鳴。（『朝鮮日報』
1963 年 7 月 18 日） 
 
保健社会部の統計によると、路上「浮浪児」取り締まりの件数は 1955 年から 1965 年の




なくとも部分的には、理解することができるだろう。1960 年代から 1970 年後半にかけて、
農村からの人口流出は約 950 万人に上った（パク・ヨンイン［박영인］ 1992: 2）。1970














当時、「児童」とは法的には 18 歳未満を指し（児童福利法第 2 条、1961 年制定）、少な
くとも法律上では保護されるべき対象であり、特に労働からは自由になるべきだという考
え方が一般的に受け入れられていた。1960 年代に入ると、法的にも児童労働は規制されて









総就業者のなかで 19 歳以下が占める割合は、1960-70 年代には、12-15%を維持していた




似従事者」は 68.4%を占めていた（経済企画院調査統計局 1966: 182-183）。 
彼らはまったく教育を受けていなかったというわけではない。「国民学校」30の就学率は
1953 年 59.6%、1959 年 82.7%、1966 年には 94.5%と（韓国教育研究所 1995: 32）、年を
追うごとに高くなっており、初等教育はある程度普及していたとみられる。しかし当時、












と一時的に同居することもあった（ハム・インヒ 2003: 13）。 
しかしこの時期、最も社会的に問題視されたのは、大都市への移動それ自体ではなく、
家から密かに家出をする「無断家出」であった。「無断家出」は 1960 年代に入って急増し
ており、例えば 1961 年 4 月の 1 ヶ月間だけで摘発された家出青少年は 288 人に達した31。




                                                  
30 当時の初等教育を担当した学校の名称は「国民学校」であり、植民地時代の教育制度に
由来する。解放 50 周年を迎えた 1995 年 8 月、名称を変更することとなり、1995 年 12 月
に教育法が改正され、1996 年 3 月 1 日付から「国民学校」を「初等学校」とした。これは
日本の小学校に該当する。 
31 「288 人が家出」『東亜日報』1961 年 5 月 3 日 
32 「春風にのって無計画にソウルへ。10 代の田舎少女たち、警察保護一日 10 人程度」『朝












ト ン ア イ ル ボ























1960 年代、ソウルは急速に拡大を続けていた。ソウルの人口は、1960 年に 244 万人、




                                                  



























春期ごとの頭痛の種、家出流行（『東亜日報』1963 年 2 月 25 日） 
 












月 3 日）。 
35 「青少年の脱線③『家出』」『東亜日報』1966 年 4 月 27 日 
36 「無謀な終着駅、上京謝絶」『京郷新聞』1964 年 2 月 29 日 









田舍娘、無計画に上京（『東亜日報』1963 年 2 月 25 日） 
 
無計画に上京しないように、婦女相談所から（『京郷新聞』1963 年 4 月 3 日） 
 
強盗に変えた「無計画に上京」（『東亜日報』1963 年 5 月 28 日） 
 
若者達の「家出」特に「無計画に上京」現象はもう少し関心を持って啓蒙に力をつ









従業者の割合は約 19%にすぎなかった。それに対して 3 次産業に分類される商業・運輸・
サービス業に携わる人口が総就業者の 73.7%を占めていた38。大多数の都市住民は、状況者
たちが望むような製造業ではなく、サービス業に携わっていた。つまり 1960 年代の都市部











月 4 日） 
 
このような職種は大部分が臨時雇用であったが、1966 年には臨時雇用における 19 歳以
                                                  
38 「首都ソウルを解剖する」『東亜日報』1965 年 3 月 12 日 
24 
 




































1964 年 7 月 9 日）。 
40 「第 3 の社会、隠語」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 
41 「浮浪児約千人余」『京郷新聞』1960 年 7 月 12 日 








































                                                  
43 ［걸똘마니］。［걸（ゴル）］は「乞」を、［똘마니（トルマ二）］は俗語で部下を意味する。 






47 「第 3 の社会、隠語」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 




報』1960 年 4 月 15 日） 
 
また、「浮浪児」集団によっては「犯罪」を専業として生きていく場合もあった。このグ

























時は靴磨きなど日雇い労働者たちが多かった（4 月革命研究所編 1990: 400）。 
ソウル市内で新聞売り、靴磨き、屑拾いなど勤労青少年 3 百名あまりは中央庁の
垣を超えて文教部を襲って文部長官の車などに火をつけてひっくり返し、中央庁謄
写室、文教部映画検閲室などを破壊した（国家保勳処公報館室 1995: 77）。 
 
彼らの活躍は「4・19 革命」死亡者統計からも窺い知ることができる。死亡者全体の 186
                                                  
49 「第三の社会、組織」『東亜日報』1961 年 2 月 6 日 
50 「第三の社会、組織」『東亜日報』1961 年 2 月 6 日 
51 「王草復活、屑広いに寄生する惡の種」『東亜日報』1967 年 7 月 29 日 
52 「第 3 の社会、隠語」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 
53 1960 年 4 月 19 日に絶頂に達した韓国学生の一連の反不正・反政府抗争である。この闘
争の結果、李承晩
イ・スンマン































「浮浪児」474 人取締…市内で 3 日間。「屑拾い」自治団体協同で大きな成果（「浮











                                                  




















































































の業務対象に変更された（「保健社会部事務分掌規定」、1955 年 7 月 23 日付保健社会部令




容保護に関する事項」に規定され、児童課の事務規程第 18 条の 2、第 6 項では「孤児・捨
子・浮浪児・肢体不自由児・不良児・精神薄弱児・盲聾児の収容保護及び指導に関する事





5 月 16 日から 1962 年 9 月の約 1 年 4 ヶ月の間に 1,531 件の法律が新しく制定されたのだ
が、福祉に関する法律も 36 件あった。これらの新法のなかで「浮浪児」という用語が使用
された法律に、「児童福利法」56があった。 
                                                  
55 1998 年 2 月 28 日に総務処と統合され行政自治部になり、行政自治部は 2013 年に安全
行政部に名前が変更され現在（2015 年 1 月）に至っている。 









ついては後に、1962 年 3 月 27 日に制定された「児童福利法施行令」の第 2 条に詳細に規
定されていた。施行令第 2 条の 12 号に「浮浪児施設は浮浪児を一時入所させ特別な保護を
行い児童個人別に内訳、性情及び希望などを調査・鑑別しその児童に関する将来の養護対
策またはその他の保護措置を行うことを目的とする施設」と定められている。次いで 1962










った。1958 年に制定され、1963 年に改正された。新たな少年法では、「少年」とは 20 歳




2．刑罰法令に触れる行為をした 12 歳以上 14 未満の少年 
3．次に掲げる事由がって、その性格又は環境に照らし将来、刑罰法令に触れる行






                                                                                                                                                  
された。しかし、植民地時代の感化院は生徒数が数十人に過ぎず、社会的影響力は疑問視
された（キム・ヒョンチョル［김현철］ 1999）。感化院は、1958 年に 28 ヶ所存在したが、
感化令の廃止と児童福利法の制定の影響で 1961 年の調査では 1 ヶ所に減少した。1958 年























おおよそ 20 歳以上である成人の「浮浪人」に関する規定は、1970 年に制定された「社
会福祉事業法」まで存在しなかった。「社会福祉事業法」は社会福祉施設全般を規定する法
律である。それまで福祉施設を総合的に規定した法律はなかった。「社会福祉事業法」では

































務部訓令第 410 号」まで規定されなかった。 










































































































民地解放後に CCF（Christian Children's Fund）が 1948 年から最初の支援を開始してか
ら、朝鮮戦争をきっかけとして他国の大規模な民間援助事業機関が来韓することになる。
特にその機関の連合体である KAVA（Korean Association of Voluntary Agencies）は、第
二の保健社会部とも呼ばれるほどに当時の韓国における福祉に大きな影響力をもっていた
（チョ・ギドン［조기동］ 1991: 754）。駐韓外国民間援助機関が支援した現金と物資は 1953






る（キム・ヨンソン［김용성］ 1957: 27-29）。障害者施設は援助を得られず、1956 年の

















にしていたとは言い難い（李斗頀イ ・ ド ゥ ホ  1990: 244）。 
                                                  






































（第 106 表）「嬰・育児院収容者動態表」（第 107 表）「嬰・育児院収容者実態表」（第 109
表）で示されている。当時関連した法律がないため、嬰児院と育児院の施設が具体的に何
                                                  
65 「浮浪児などの善導策に対して」『京郷新聞』1953 年 8 月 20 日 
66 名前は様々な変遷を見せてきた。「部」は日本の「省」に該当する。 

































                                                  
68 当時らい病者といわれたハンセン病者に関する最初の法律は、1954 年 2 月 2 日に制定さ
れ 1957 年 2 月 28 日から施行された「伝染病予防法」である。その法律によりらい病は第
3 種伝染病に指定され（第 2 条）、患者は隔離収容・治療を受けることが義務化されていた
（第 29 条）。さらに、らい病者は就業・出入・就学が禁止された（第 30 条・第 31 条・第









朝鮮戦争が徐々に収まりつつあった 1952 年７月に KAVA と国際連合韓国再建団
（UNKRA：United Nations Korean Reconstruction Agency）69、国際連合民間援助司令
部（UNCAC：United Nations Civil Assistance Command）70、韓国社会事業連合会71な
どは、児童福利委員会を組織し1950年代における児童問題に対処する中心的役割を担った。









1960 年 7 月 20 日から 9 月 15 日の間に「浮浪児」318 人を対象に施行されたが、ソウル大
学校の社会事業科の学生 9人と中央
ジュンアン














70 朝鮮戦争による戦災民の救護事業を担当した国際連合軍司令部の傘下組織から 1950 年
12 月に交戦地域以外の民間援助を行う組織に再編した。1955 年現在、在韓外国援助団体は
49 団体でその中でアメリカキリスト教団体が 40 であった（チェ・ウォンギュ［최원규］ 
1996: 56-57）。 
71 1952 年 2 月 15 日に第 1 回全国社会事業家大会で創立した社会事業団体の協議会。正式

































することを決議した74。その方案は以下の 6 つの点から構成されていた75。 
 





                                                  
74 「浮浪児保護機関を設定」『東亜日報』1956 年 10 月 31 日 
75 「収容の道がない浮浪児」京郷新聞 1956 年 3 月 27 日 
41 
 
第四に、登録及び調査により満 8 歳以上満 20 歳未満の浮浪児を「大韓重生少年団



































                                                  
76 ここでいう「大韓重生少年団」がどのような団体であったかは不明である。 
77 ハングル表記では［왕초］で頭目を意味する。 

































運営に関する予算状況を調査した。長官の報告によると、1961 年 8 月現在に児童収容者の
数は、合計 62,607 名で、17 歳以上が 8,000 名いた。施設の数は国立 12 ヶ所、法人 449 ヶ
                                                  
79 「稼ぎと勉強、シューシャイン・ボーイの学校創設 2 周年」『京郷新聞』1954 年 3 月 14
日 
80 「愛の天幕学校」『東亜日報』1956 年 12 月 4 日 




次のような財源から成り立っていた。国庫から 10 億ウォン（28％）、外国援助は 18 億ウォ














































チ ェ ジ ュ ド


















浪児」は各施設に移送された。次の表 3 は『保健社会統計年報』に掲載された 1960 年代か





1960 6,114 3090 902 1365 
1961 16,483 9163 2460 3341 
1962 18,323 12761 3126 1478 478 
1963 19,451 12259 4864 907 306 35 
1964 29,652 14571 11223 1409 856 - - 
1965 25,599 10647 11791 1630 732 27 
1966 21,612 12636 6726 923 361 73 
45 
 
1967 19,267 12138 5686 798 78 111 
1968 16,498 10599 4748 480 110 
1969 19,883 11896 6519 537 49 15 
1970 21,187 12127 6801 898 236 47 
1971 20,592 12085 6143 1224 202 9 
1972 19,367 13157 4713 530 66 28 
1973 13,344 5520 3640 560 87 15 
1974 9,997 2192 4903 1170 95 36 0 
 
年度 定着 入養委託 雇用委託 逃亡 死亡 その他 
1960 360 28 369 
1961 513 100 906 
1962 229 42 209 
1963 675 17 388 
1964 416 59 1118 
1965 56 95 621 
1966 73 90 730 
1967 7 76 373 
1968 7 60 494 
1969 37 85 745 
1970 34 100 944 
1971 72 91 766 
1972 40 58 775 
1973 36 45 3441 
















依頼先の現況」は、1969 年に入所した 7,187 人のうち 88.74％の 6,378 人が警察から施設











が 1961 年 10 月 11 日に開院した。この更生院は「20 歳以上 60 歳未満の乞食で労働能力の
ない不具者を収容し機能を教えることを目的」としていた85。しかし、必ずしもこのような
年齢区分が守られたわけではない。 
例えば、1963 年 3 月にソウル大学医学部の 15 人の研究者がソウル市立更生院の収容者
388 人を対象に「社会医学的調査」を行ったことがある。そのメンバーであったソウル大学
保健大学院教授であるクォン・イヒョク［권이혁］が新聞に投稿した内容を見ると、1963
年にソウル市立更生院に収容されていた「浮浪人」の内 15-19 歳が 15.46％の 60 人、20-24








                                                  
82 「社説: 浮浪児と累犯者の収容と保護問題」『東亜日報』1962 年 3 月 8 日 
83 「棍棒で叩いた挙句強制労役、曖昧な青年を浮浪児に追い込んで。警官指示を破り臨時
収容」『朝鮮日報』1962 年 3 月 8 日 
84 「五つの学校に閉鎖令」『東亜日報』1961 年 7 月 14 日 



























3歳以下 4-6歳 7-9歳 10-12歳 13-15歳 16-18歳 19歳以上合計 男 女 




































































































































































































































































表 6 児童保護所の入所者成分別分布 
（単位：延べ、名、％） 
区分 総計 割合 
棄児 653 9.1 
迷子 422 5.9 
孤児 384 5.3 
浮浪児 4705 65.5 
雑商児童 670 9.3 
触法児童 353 4.9 






った（ソウル特別市立児童保護所 1969: 17）。 
この施設でどのような生活が行われたかは十分に明らかになっていない。しかし、1969




年を例に挙げると、それまでにいた収容者数が 2,106 名、新たな入所者数は 7,187 名であ
り、退所者数が 7,098 名であった。つまり、前年から引き続き約 2 千人が収容されている
が、入退所者数はその 3～4 倍まで上っていた。教育実績をみると、1968 年に 1,478 名が
何らかの学校に在学していたものの、その時までに卒業実績は殆どなく、1968 年の卒業者














りから始まった。1962 年 1 月 26 日に正式に創立された「郷土開拓団」は同年 7 月 12 日ソ
ウル市内の大学生 8 千人が夏季ボランティア活動を開始し、その後毎年夏休みに農村を中
心としたボランティア活動を展開した。その他にも「干潟が沃地になる」というスローガ

























虐殺、疑問死事件などを調査するため 2005 年 5 月 31 日に制定された「真実和解のための
過去事整理基本法」に基づき 2005 年 12 月に設立された国家機関である。同委員会は、被
害者からの真相究明の訴えを受け調査を行い、その結果を発表してきた。合計 11,172 件の































名称 場所 開始日付 人数 
東部開拓団88 江原道平昌郡 1961 年 4 月 30 日 200 
合心自活開拓団89 江原道大関嶺
テグァンリョン
 1961 年 5 月 1 日 200 
2 次合心自活開拓団90 江原道大関嶺 1961 年 6 月 1 日 100 







サ ン イ ・ リ
 
1961 年 5 月 7 日 150 
大韓青少年開拓団93 忠清南道瑞山郡仁旨面
インジ・ミョン
 1961 年 11 月 762 





1961 年 8 月 200 
大韓青少年開拓団への移送94 忠清南道瑞山郡仁旨面
インジ・ミョン
 1964 年 6 月 15 日 200 
                                                  
88 「山岳を農土に、東部開拓団発足」『京郷新聞』1961 年 4 月 30 日 
89 「自活する浮浪児」『京郷新聞』1961 年 5 月 1 日 
90 「二次に 100 名余の合心自活開拓団員、国土開発現場に」『東亜日報』1961 年 6 月 1 日、
「大関嶺荒蕪地へ」『京郷新聞』1961 年 6 月 1 日 
91 「金城開拓団発団式」『東亜日報』1961 年 9 月 21 日 
92 「浮浪の取締、騙され」『京郷新聞』1962 年 5 月 10 日 
93 「汚名を埋めた浮浪児の陽地」『東亜日報』1962 年 9 月 15 日 







白岫邑 1962 年 11 月 27 日 300 
龍湖
ヨ ン ホ




 1962 年? ? 
溟州
ミョンジュ
開拓団97 江原道溟 州 郡
ミョンジュ・グン
 1969 年 5 月 8 日 50 
済州
チェジュ





 1963 年 8 月 2 日 272 
〇〇開拓団100 晋陽郡
ボ ヤ ン グ ン
大谷面
デゴ・ッミョン














団の場合、保健社会部は 16,345,700 ウォンの支出を提案し、13,982,500 ウォンの支出が決







                                                  
95 「自活開拓団」『大韓ニュース』（第 537 号）1965 年 9 月 18 日 
96 「2 千万ウォン横領、元龍湖開拓団長」『京郷新聞』1969 年 5 月 20 日 
97 「適格ヤクザ選抜、開墾地定着させ」『東亜日報』1969 年 5 月 8 日 
98 「適格ヤクザ選抜、開墾地定着させ」『東亜日報』1969 年 5 月 8 日 
99 「青い遺産、長興開拓団」『京郷新聞』1964 年 1 月 8 日 
100 「団員殺し暗葬」『東亜日報』1965 年 6 月 3 日 
101 「開拓団に移送、ソウル市立更生院生」『東亜日報』1964 年 6 月 15 日 
102 「ソウルの浮浪人たち 600 名を大関嶺へ」『朝鮮日報』1961 年 7 月 6 日 































105 「血と汗を流して豊かになっていく」『東亜日報』1964 年 5 月 15 日 
106 この『京郷新聞』の新聞記事は、上・下・後続、3 つのシリーズで構成されていた。見
出しは次のようである。「生の新芽、瑞山開拓団――前科 9 犯のベク・ソンオク［백성옥］
氏の手記（上）、私の隊列に参加せよ」（1963 年 7 月 29 日）「生の新芽、瑞山開拓団――前
科 9 犯のベク・ソンオク氏の手記（下）、私の隊列に参加せよ」（1963 年 7 月 31 日）「開拓
の道、自ら志願 10 人、『前科 9 犯』ベク・ソンオク手記に感動の山びこ」（1963 年 8 月 2
日）。またそのほか読者からの手紙も紹介されていた。「瑞山開拓手記を読んで」（1963 年 8
月 22 日）。 
107 「1071 組マンモス結婚式」『京郷新聞』1963 年 5 月 24 日 
108 「汚名を埋めた浮浪児の陽地」『東亜日報』1962 年 9 月 15 日 
109 「新しい出発した淪落女性」『東亜日報』1963 年 3 月 13 日 






年～4年の間に「合同結婚」をした夫婦 350組のうち 13％である 45組の結婚生活が破綻し、
























1961 年のクーデターの直後である 6 月 15 日に保健社会部は「ノンマジュイ登録・就業
に関する談話」を発表した。当時政府は、「ノンマジュイ」を一つの職業カテゴリーとして
「登録」を強制させたことである。次は当時の談話の内容116である。 
                                                  
111 「賛助金など横取り、合同結婚式をダシに」『東亜日報』1968 年 9 月 12 日 
112 「物乞いの王金春三氏、詐欺疑いで拘束」『東亜日報』1972 年 3 月 13 日 
113 「農土返還再び要求」『京郷新聞』1964 年 5 月 11 日 
114 「淪落女性と浮浪児の合同結婚式、その後」『朝鮮日報』1966 年 10 月 5 日 
115 「瑞山自活定着事業所、廃村の危機」『京郷新聞』1968 年 7 月 11 日 


































                                                                                                                                                  
月 16 日 
117 「職業制度の確立、ノンマジュイも国の担い手に」『京郷新聞』1961 年 6 月 20 日 
118 「就業更生式」『東亜日報』1961 年 7 月 1 日 
119 「ノンマジュイも人権はある」『朝鮮日報』12 月 13 日 





1962 年 2 月 23 日からソウル市 11 ヶ所警察所は、「ノンマジュイ」の集団収容所を設置
し、政府直属で保護管理を開始すると発表する122。また、その後自治会の「ノンマジュイ」























という。全国的な統計はないが、ソウル市警察が管理している隊員が 1 千 300 人、その他
に私設「ノンマジュイ」も 1 千 300 人に上ると推測している。一日平均収入は普通 150 ウ
ォンから 200 ウォンまでで、変動は激しいが他の産業に比べ当時の経済を考慮すればそれ
                                                  
121 「浮浪児 474 名市警が摘発善導…ノンマジュイ自治会会員の自発協力」『京郷新聞』1961
年 7 月 21 日 
122 「11 ヶ所警察署でノンマジュイ集団収容所を設け、政府直属で保護管理」『東亜日報』
1962 年 2 月 23 日 
123 「ノンマジュイを教化」『京郷新聞』1962 年 6 月 30 日 
124 重さの単位で 1 貫は 3.75 キログラム。 
















1974 年に「勤労再建隊」の運営に関する権利が警察官 OB の団体である「大韓警友会」
に移転された133。「大韓警友会」は 1974 年 5 月 10 日から廃品取引の営業を始め、6 月 1 日
から事業を始めた。また 1975 年 4 月 13 日にはソウル市内の「勤労再建隊」の支隊長をす
べて現役警察から「大韓警友会」に交替した。その後、国家による「勤労再建隊」は他の
社会団体や宗教団体が同様の事業を開始することで多様化することになった。例えば、1965
年に始まった「アリの町の会」134は、1977 年にソウル市内で 71 ヶ所、1300 人の「ノンマ
                                                  
126 1967 年当時、一日当たりの平均賃金は、農村労働部門 283 ウォン、工業 472 ウォン、
製造業 283 ウォンであった（『毎日新聞
メイルシンムン
』1967 年 12 月 6 日）。 
127 「刑事の前で致死」『京郷新聞』1966 年 2 月 16 日 
128 「王草復活、屑拾いに寄生する悪の種」『東亜日報』1967 年 7 月 29 日 




辺殺人事件、すべてノンマジュイ」『朝鮮日報』1962 年 6 月 12
日、「同僚を石で致死、ノンマジュイ二人を拘束」『京郷新聞』1966 年 1 月 10 日、「ノンマ
ジュイ、劫争い。管轄権を巡って、双方 16 人負傷」『朝鮮日報』1966 年 1 月 19 日、「ノン
マジュイ猟奇殺人」『朝鮮日報』1971 年 7 月 27 日など 
131 「アパート周辺浄化至急」『東亜日報』1973 年 6 月 11 日 
132 「ノンマジュイ屑拾い禁止」『中央日報』1971 年 1 月 26 日 
133 ユン・スジョン（2013: 281）による。その他、25 歳 37％、26-30 歳 26.4％、31-40 歳
以上は 14.9％、41-50 歳は 3.65％、51-60 歳が 0.84％となっていた。 
134 日本で『蟻の街のマリア』（知性社、1958 年）を執筆した松尾桃楼が、1966 年に韓国
の「アリの町」を見学するために訪韓したことをきっかけとして日韓「アリの町」の交流
が始まり（「韓国の『アリの町』を見に」『京郷新聞』1966 年 2 月 21 日）、韓国の「アリの












ナ ン ジ ド
に大規模なゴミ埋立地が建設され、その周辺に自生的な「ノンマジュイ」の町がつ




年に実施した「勤労再建隊」の隊員調査によると、1962 年代 90％を超えていた 15-20 歳が
占めす割合は 16.5％に過ぎなかった（イム・ブジャ 1976: 29）。 
その後に 1979 年 6 月 1 日に大統領朴正煕の指示により、既存の多様化していた「ノンマ
ジュイ」が「自活勤労隊」に統合され管理することになった。また、市内に残っていた以
前の「再建勤労隊」を市内から郊外に強制的制移住させた。その後、「自活勤労隊」の隊員
は徐々に減少し、1979 年に 4,431 人から 1995 年に 543 人となった（警察庁 1995: 3）。「自













                                                  
135 体表的な事例は、浦二洞





















まず、1961 年 7 月に靴磨きの場所の指定が始められた137。その後、地域別に登録制がはじ
まり、1961 年 10 月 13 日に釜山をはじめ138、1962 年 3 月 20 日に大邱139、1962 年 7 月 1
日にソウル140で靴磨きの登録制が実施された。また、警察は、官公署、銀行、大企業など
の 472 ヶ所と靴磨き少年との縁組みを斡旋しその結果 2,214 人の少年が安定的に作業可能
になると発表した141。その後、合宿所を建て、靴磨きの少年たちを管理し始めた。『朝鮮日




る「希望少年隊」を取材したこの記事は、合宿所に 93 人が共同生活しているとしていた142。 















                                                  
136 特に 1960 年代以降については 93-100 頁。 
137 「靴磨き場所指定」『朝鮮日報』1961 年 7 月 7 日 
138 「靴磨き登録、13 日から名札をつける」『京郷新聞』1961 年 10 月 11 日 
139 「職業少年登録、教養講座など実施」『京郷新聞』1962 年 3 月 20 日 
140 「累犯少年集団収容」『東亜日報』1962 年 7 月 1 日 
141 「靴磨き少年結縁」『京郷新聞』1962 年 4 月 22 日 
142 「靴磨き合宿所」『朝鮮日報』1962 年 11 月 8 日 
143 「靴磨き登録保護」『京郷新聞』1967 年 8 月 15 日 
144 「街頭職業少年登録、王草横暴から靴磨きの保護のため」『京郷新聞』1972 年 1 月 19
日 































韓国新聞協会の資料によると、1968 年現在新聞社の新聞配達員の合宿所は 6 ヶ所、収容
                                                  
146 「バス切符、街頭販売取締はできないか」『東亜日報』1962 年 9 月 10 日 
147 BBS とは Big Brother and Sister を意味している。1962 年 12 月 BBS 運動展開のため
の範国民運動から始まり、1964 年内務部社団法人として設立された。現在も「社団法人韓
国 BBS 中央連盟」という名前で活動している。 
148 英語で sisterhood relationship となっている。一般的には学校と学校、または都市と都
市のあいだで親善協定のことを意味するが、韓国では、「不遇な青少年」に対して大学生や
篤志家が個人的な支援を約束することを意味する場合がある。 
149 「義兄弟結縁、5 人の少年と内務部幹部」『東亜日報』1963 年 6 月 19 日 
150 「京郷職業少年団、結団」『京郷新聞』1962 年 4 月 13 日 
151 「模範勤労少年表彰、本報がプレゼント」『中央日報』1966 年 12 月 24 日 






























以上、第 2 章では、1960～75 年までの「浮浪児」・「浮浪人」の政策を考察した。その特
                                                  
153 「内務部、模範青少年 12 名表彰」『京郷新聞』1972 年 5 月 25 日、「ここ逆境を切り抜
ける青い夢が――表彰をうけた 12 人の模範青少年」『京郷新聞』1973 年 5 月 30 日 
154 「新聞配達など 11 名を表彰」『東亜日報』1965 年 11 月 26 日 
155 「誇らしい青少年」『京郷新聞』1965 年 3 月 29 日 
156 「青少年先導善導の月を迎えいい子ども表彰」『毎日経済』1966 年 6 月 1 日 
157 「善行少年 12 名を表彰」『東亜日報』1967 年 9 月 27 日 
158 「善行子ども表彰」『東亜日報』1965 年 5 月 3 日 
159 「ソウル BBS にて表彰」『京郷新聞』1968 年 4 月 29 日 
160 「社説：苦学 7 年の栄光」『東亜日報』1976 年 1 月 24 日 


























































































れている。二つ目は、国家記録院が毎月選定する「今月の記録」として 2008 年 2 月に発表
した「国土建設団」の紹介である（行政自治部 2008）。「今月の記録」の内容は、基本的に
上述の外部の専門家による紹介と同じであるが、「非合理的な運営と強圧的な軍隊式規律と
いあった運営上の問題によって 1962 年末に解体された」と記述されている。 
また第三に、詳細な調査を行ったものとして「過去事委員会」の調査を挙げることがで
きる。「国土建設団」に関しては 3 人の被害者から訴えがあり、「国土建設団事業場での強





























て、「凡そ 2 年間にわたる強力なヤクザの取締で 51,194 人が検挙され、その内の 30,806 人

































戦争と経済的困難を抱えていた韓国で、1948 年から 1960 年まで政治的権力を握ってい
たのは、自由党・李承晩政権であった。李政権は、農民の要求に応じて土地改革を進めた
が、その他の経済的開発には関心を向けず165、専らアメリカの援助に頼る方針をとった。
だが、1960 年 4 月 19 日選挙で票数を操作したことが発覚し、中学生、高学生を中心とす
る民主化運動が全国的に広まった。その結果が 1960 年に「4.19 民主革命」166であり、李
承晩大統領は下野に追いこまれた。民主化運動の影響で、1960 年代初頭、韓国社会では様々
な欲求の声が沸き起こった。各地で社会的変革を求める集会が開かれ167、労働組合運動が
活性化した168。1960 年 4 月から 1961 年 5 月までの労働者争議件数は 228 件であったが、
この件数は 1953～1959 年までの平均の 6.8 倍に相当する。新聞などマスコミの数は 10 倍
増え、様々な意見が表明された169。大衆は政治革命のみならず迅速な経済改革をも求めた。
貧困と政治的要求が重なり 1960 年初頭は激しい変動の時期となった。 
「4・19 革命」以降民主的な選挙を通じて政権の座についたのは、民主党であったが、民
                                                  
165 李承晩大統領は、経済開発という思想は「スターリン式」だという考え方を持っていた。 




167 「4・19 革命」以降から約 10 ヶ月の間に起こった街頭デモの件数は一日平均 7.3 件、
参加人数は 3,867 人であった。 
168 「4･19 革命」から五ヶ月後の 1960 年 9 月 1 日現在、労働組合の数は 32.2％、組合員
の数は 8.6％増加した。また、労働争議の件数も 1958 年 50 件、59 年 109 件だったのに対
して、60 年には 218 件と急増した（康 俊 晩
カン・ジュンマン
 2004）。 
169 「4･19 革命」をきっかけにしてマスメディアの数は、日刊新聞は 41 から 122 に、日刊
通信は 14 から 274 に、週刊新聞は 136 から 476 に、それぞれ飛躍的に増加した（ソン・













画による経済発展を図ると表明した。1960 年 11 月 15 日に「経済開発部」「国土建設部」「農



















                                                  
170 深刻な腐敗問題を一掃するため「不正蓄財者の処罰法」が制定される予定であったが、
財界代表の反発などでその範囲と対象が非常に縮小された形にとどまった。 
171 「閣議、国土建設計画樹立」『京郷新聞』1960 年 11 月 29 日 
172 春は麦が未熟な時期で、前年の秋に収穫した食糧がなくなるので、農家は困窮した。 
173 「閣議、国土建設計画樹立」『京郷新聞』1960 年 11 月 29 日 
174 「非能率的な国土建設事業」『東亜日報』1960 年 12 月 1 日 


























                                                  
176 「常識となってしまった統計の不正確さ?」『京郷新聞』1961 年 3 月 30 日 
177 「わがままな計画変更」『京郷新聞』1961 年 4 月 11 日 
178 「60 億ウォンでやっと砂防工事」『京郷新聞』1961 年 4 月 30 日 
179 「政治性を帯び始める国土建設事業」『東亜日報』1961 年 5 月 6 日 
180 「国土建設事業の無力化・無計画に失望、建設本部部長級 2 人辞任」『朝鮮日報』1961
年 3 月 16 日 
181 「第 2 共和国 張 勉
チャン・ミョン


















「4・19 革命」以降、不安的な政情が続くなか、1961 年 5 月 16 日に朴正煕
パク・チョンヒ
どの少壮派




















                                                  






行権を制限し、大掛かりな取り締まりを始めた。クーデター直後の 1961 年 5 月 21 日、捕
まった「ヤクザ」は「ヤクザ生活を精算し正しい生活をします」と書かれたプラカードを
掲げながらソウル市の中心部を行進させられた。そういった「ヤクザ」のみならず、さま





























（『大韓ニュース』1961 年第 316 号）。 
 
                                                  
183 「国土建設事業、予定通りに進行」『朝鮮日報』1961 年 5 月 18 日 
184 「改心したヤクザは建設事業へ投入」『京郷新聞』1961 年 5 月 23 日 































条項も含めた「国土建設団設置法」（以下、設置法）を 1961 年 12 月 2 日に制定する。この
法律によって「国土建設事業」は廃止され、「国土建設団」が設立された。 
設置法では、「国土建設団」は基幹要員と建設要員から成ることが定められた（設置法第




始し、13 日現在約 1 千名を狩り込むことによって「物乞いの居ない大田市」を誇ることが
できるようになった。このような街の革命は、ソウルを始め全国各都市で起こっており、
かつての『大田＝物乞いの巣窟』という不名誉的な代名詞からもいよいよ抜けることかで
きるような日がきたのだろうか。」（『京郷新聞』1961 年 6 月 14 日） 
























事業が想定されていたのである。計画の実施は、1962 年 2 月 10 日に行われた「国土建設
団」の創立式から本格化した。それ以降、4 つの支団、36 個の分団の建設隊に編成され、













                                                  











   
 
















な問題が起こったはずだ」というありさまだった（Conde 1988: 164）。190 
 
労働時間は 8 時間と決まっていたが名目に止まっており、実際は 11 時間以上だったと考
                                                  














受けたことに対して 300 人の団員が示威行動を行うという事態が、入団式のわずか 9 日後
に起こっている。この事件は、上下関係を無視し規律を乱した騒擾事件とされ、軍法裁判















                                                  
191 「過去事委員会」の調査では、午前 7 時集合及び作業開始、午後 6 時作業終了となって
いたと報告されている。また、『東亜日報』によると、労働時間は 11 時間以上であった（1962
年 7 月 20 日）。 
192 「戦争の場で『勤労法』を探す?」『東亜日報』1962 年 7 月 20 日 
193 「建設団員の給食米を横流し」『京郷新聞』1962 年 10 月 24 日 
194 「岐路に立った建設団」『京郷新聞』1962 年 9 月 15 日 
195 「国土建設団員の上司排斥事件最高 7 年を宣告」『朝鮮日報』1962 年 5 月 23 日 
196 「過労のためではない」『京郷新聞』1962 年 9 月 7 日 











しかし、冬を目前に控えた 1962 年 11 月 14 日、団員全員に休暇命令が出された。さらに





けではない。例えば「更生建設団」が、それに該当する。「更生建設団」は 1967 年 3 月 2
日に発表された「更生建設団の創設に関する大統領の指示」を契機に、1967 年 8 月 1 日に
「更生建設団及び更生建設少年団規定」が制定され、実施された。しかし、「更生建設団」
も「国土建設団」と同じく法律の制定以前から既に事業は始まっていた。制定前の 1967 年




律は 1985 年廃止された。 
一方、ソウルなどの大都市に残る若年の「浮浪児」「浮浪人」たちは、1962 年に構成され
る「勤労再建隊」に組み込まれた。その組織は、警察の監督の下に置かれ、地域の若年の
                                                  











































（チャン・セフン［장세훈］ 2000: 74）。また、政治的には、1961 年に起きたクーデター

































2 つの新聞記事の推移には若干の違いがあるものの、両者とも主に戦争直後の 1955 年以



















７は 15 歳から 19 歳までの産業別就業者の現況を表したグラフである。1960 年代から圧倒

































































校への進学率は 50％を超え、1975 年には 74.2％に達する。高等学校が 1975 年に 43.6％、
1980 年に 68.5％に上がる。 
 
表 8 進学率の推移（1966 年～1985 年） 






1966 96.6 42.3 27.5 
1970 102.4 57.0 30.5 
1975 103.2 74.2 43.6 
1980 101.0 94.6 68.5 






校に入学する者は過半数を超え、1985 年には 78.3％になる。これは、15-17 歳の児童も、
工場での労働より学校に進学することが一般化したことを意味する。 






















表 9 年度別児童福利施設運営財源の推移 
年度 国庫補助 外国援助 自体 その他 
1957 26.8 32.8 19.6 20.8 
1958 28.3 36.5 22.3 12.9 
1959 22.9 41.5 21.5 14.1 
1961 21.1 53.3 20.4 5.2 
1962 20.2 56.0 18.0 6.0 
1965 15.5 64.0 13.2 7.3 
1966 17.4 53.3 18.7 10.6 
1967 19.8 50.3 20.7 9.2 
1968 22.2 52.3 16.8 8.5 





























また、養子事業は 1970 年代から急速に進展する。特に国際養子は 1961 年の 665 人から
1970 年には 1892 人と 3 倍に増加した。さらに 1980 年代まで国際養子は増加し続ける。 
 
表 10 年度別養子実績推移（1955 年～1985 年） 
年度 国内養子 国際養子 
1955 - 59 
1961 - 665 
1965 903 451 
1970 1584 1892 
1975 943 5077 
1980 3657 4144 






た施設は 1950 年代が 1 ヶ所、1960 年代に 4 ヶ所であるが、1970 年から 1974 年が 7 ヶ所、
1975 年から 1979 年が 15 ヶ所と増加し、1980 年～1984 年には 19 ヶ所に上った。それ以


















1975 年 63.60%に上がるようになった（ソウル特別市 1975: 445）。つまり、以前の「浮浪
児」から対象者が労働できない人々へと変化してきたように思われる。 
 
1-3．「浮浪人」に対する法律の誕生――内務部訓令第 410 号 
 











る。まず訓令第 410 号第 1 章第 2 節で「浮浪人」は「一定の住居がなく、観光業所、接客
業所、駅、バス停など多くの人々が集まったり通行する場所や住宅街を徘徊あるいは着座
し物乞いや物品を押し売りし、通行人を困らせる乞食、ガム売り、物乞いなど健全な社会





第二に、「浮浪人」を「犯罪者」「社会的不純分子」として見ている。訓令第 1 章第 1 節
では訓令の目的のひとつに「犯罪者、不純分子などの活動を封鎖」を挙げている。この目
的を実行するために、訓令第 1 章第 3 節で「浮浪人を取締まった場合」の手続きとして「住
民登録票の確認と取り調べを通じてかかる浮浪人の身元を徹底的に調査し、犯罪者・不穏
分子などを把握しなければならない。また、「浮浪人」取締などに関する第 4 号書式によ
                                                  


















































1979 年におよそ 20 年間政権を握っていた朴正煕が暗殺されることによって独裁政権が
終わり、全国各地で民主化運動が始まった。しかし、1979 年 12 月 12 日に再びクーデター





など 4 大基本目標を掲げた。また、1980 年 10 月 28 日に「社会浄化委員会設置令」が制定























新軍部がその計画を決定した町の名前である。1980 年 7 月 9 日から第一号権力型不正蓄財
86 
 
者の剔抉、第二号政治不正者の剔抉、第 3 号高級公務員の粛清、第 4 号 3 級以下公務員の
粛清を掲げ、「社会浄化運動」に着手した。この結果、2 級以上の高位公務員 243 名を含み
公務員 5,480 人と国営企業の役人 3,111 人を不正・腐敗、事なかれ主義、機密漏洩などの罪
で粛清し、7 月 30 日には大学教員 86 人を含む教育公務員 611 人を解雇させ、大学生 1 千
人余を除籍させた。また、記者 715 人も解職させた。 
加えて、同年 7 月 29 日に「国保委」は、「三清計画 5 号」という暴力団掃討作戦を樹立・
発表した。また、8 月 4 日に具体的対象として①暴力事犯、②恐喝及び詐欺事犯、③社会風
土の紊乱事犯を対象に検挙を開始すると明らかにした。その発表以降に 1980 年 12 月まで
およそ 4 ヶ月間に検挙された人数は 60,755 人に上る。A・B・C 級に分類され、A 級の 3,252
人は拘束し、B・C 級の 39,736 人は軍部隊での純化教育を 25 ヶ所の部隊にわけて実施し、




人権運動連合 2001: 40-42）。 
 
②一斉「浮浪人」取締と「浮浪人」施設の開始 
「社会浄化運動」が盛り上がる中、一斉「浮浪人」取締も開始された。1980 年 9 月から
正式な大統領になった全 斗 煥
チョン・ドゥファン







この命令によって 1981 年 4 月 17 日に関係部署連席が開かれ、3 日後の 4 月 20 日から
27 日まで延べ 19,300 人の公務員による取締が行われた。その結果「浮浪人」1,850 人が発
見され、全員が「浮浪人」善導施設に収容された（イ・テジンほか 2007: 73）。このような






                                                  





ったと思われる。1987 年 5 月に発表された保健福祉部の「浮浪人保護施設一覧表」による
と、1987 年現在の「浮浪人」・「浮浪児」施設は、合計 36 ヶ所で、「浮浪児」施設が 14 ヶ




























1987 年時点の「浮浪人」施設は 1950 年代に設立されたものが多く、1950 年代～60 年
代の福祉施設は児童施設が多かった。これらの施設が「浮浪人」施設としての役割を果た























年末在所者は、1983 年の 10,049 人から 1986 年に 13,180 人と約 30％程度が増えた。そ
れに比べて「浮浪児」施設は 1983 年から 1986 年まで 9 ヶ所で変化はないが、年末在所者
































































3,117 人、釜山市と区役所から 258 人、その他の 300 人については家族からの依頼であっ
た。1987 年まで兄弟福祉院は、精神療養院と同じ法人が運営していた（新民党 1987）。 
「兄弟福祉院事件」は、1986 年 12 月に釜山支検所属検事であるキム・ヨンウォン［김용원］
が、ある農家で数十人が強制労働に従事している現場を偶然目撃したことから発覚した。




金銭的支援を受け運営されていたこの「浮浪人」施設で、180 余人の院生が 6 ヶ月間強制労
役され、そのうち一人が死亡していたこと、さらには病死と見せかけ不法埋葬したことが
明らかになった。そこで検察は、特殊監禁法違反などの疑いで院長など 5 人を逮捕し、院
長の息子を立件した。また、5 千ドルと 546 万円の現金が院長個人の金庫で発見され、外貨
管理法違反の疑いも追加された 。 
検察は調査結果を次々発表し 1987 年 1 月 20 日には「兄弟福祉院」が設立目的とは違い、














1987 年 2 月 10 日に 25 人、3 月 23 日に 37 人が集団脱出を図った。そのうち、一人が他の
院生からの殴打で死亡した。その他にも、施設内の暴力が、施設内で他の院生から殴られ





のみならず、疾病や各種の事故による死亡者は、1987 年 1 月検察による捜査が開始後も、
1987 年は 32 人、1988 年も 6 人に達した。 
兄弟福祉院長に対する裁判は院長などが拘束された 1987 年 1 月 17 日から 1989 年 7 月
11 日まで行われ、院長は一審で懲役 10 年と罰金 6 億 8,178 万ウォンの判決を受けた。しか
し、二審では懲役 4 年で罰金なしと、大幅に減刑された。しかし、三審では二審のうち「特
殊監禁」は無罪であると見なし、再び二審に戻された。再開された二審では三審で問題と
                                                  



















表 12「兄弟福祉院事件」の展開（1986 年～1989 年） 
1986年 12月 21日 釜山地検・ウルジュ支庁のキム・ヨンウォン検事、内部捜査を始め
る。 
1987 年 1 月 16 日 捜査着手 
1987 年 1 月 17 日 パク・イングン（兄弟福祉院院長）など拘束 
1987 年 2 月 検察、特定経済犯罪荷重処罰などに関する法律違反（業務上横領）、
暴行致死、暴力行為など処罰に関する法律違反（特殊監禁）、草地
法違反、建築法違反、外国外換管理法違反などの疑いで起訴 
1987 年 1 月 22 日 兄弟福祉院嘱託医者のジャン・ミョングク［장원국］、死体虚位検
眼書発給疑いで立件 
1987 年 6 月 9 日 キム・ヨンウォン検事、院長に懲役 15 年罰金 6 億 8,178 万ウォン
求刑 
1987 年 6 月 23 日 釜山地方法院蔚山支院、院長懲役 10 年罰金 6 億 8,178 ウォン宣告
1987年 10月 26日 大邱高検のキム・ウォンギ［김원기］検事、15 年求刑 
1987 年 11 月 12 日 大邱高法、原審破棄。（院長懲役 4 年、罰金なし） 
1987 年 11 月 検事上告 
1988 年 3 月 8 日 大法院、検事上告棄却。大邱高法に還送 
1988 年 7 月 7 日 大邱高法、院長懲役 3 年判決 
1988 年 7 月 被告人、上告 
1988 年 11 月 8 日 大法院、原審破棄 
1989 年 3 月 15 日 大邱高法、院長懲役 2 年 6 ヶ月判決 







































                                                  
204 「先導悪用した生き地獄」『東亜日報』1987 年 2 月 2 日 
205 「全国福祉院 36 ヶ所、1 万 6 千人収容」『朝鮮日報』1987 年 2 月 3 日 
206 「12 年間 513 人死亡」『東亜日報』1987 年 2 月 2 日 





































た釜山市は、1987 年 4 月「兄弟福祉院運営改善対策会議資料」を発表した（釜山市 1987）。
この資料では兄弟福祉院の収容者の対策が含まれており、収容者の区分に応じた対策を取






210 「運営・監督改善で新しい出発する時」『東亜日報』1987 年 2 月 6 日 
211 「社説：慈善事業と営利事業、社会復帰を助ける再活指導になるべき」『毎日経済』1987
年 2 月 7 日 
94 
 
っている。成人収容者に関する措置としては、総 1,403 人のうち有縁故者の 851 人は退所、
帰家させ、縁故者が引受を拒否する場合は継続収容、無縁故者の 134 人は継続収容を原則
とした。また、自立能力者は退所させ、精神病患者 226 人は釜山市内 11 ヶ所の精神療養院
に転送し、身体障害者 192 人は保健社会部と協議のうえで適宜措置を取ることにした。ま
た児童収容者 526 人に対しては、釜山地域内の他の児童施設に転送（213 人）、他の地域へ
























作業時間は午前 7 時から夜 5 時までで、その作業の賃金について施設側は個人通帳に貯金
していると言っているが、実際に確認した人は一人もいない。ただ日当として福祉院の作









まず、1987 年 6 月 23 日に行われた釜山地方法院蔚山支院判決では、監禁罪が認められ、






































































規程は第 1 章総則、第二章入退所管理、第三章収容保護、第四章職業報道管理など総 4 章、
その細部条項は 30 条で構成された。主な内容は次のようである。 
第 3 章では「浮浪人」を定義している。定義は 2 つに区分されている。（1）縁故者がい




                                                  
212 「慈善事業と営利事業、社会復帰助ける再活指導すべき」『毎日経済』1987 年 2 月 7 日 









































































                                                  




は次のようである。「240 億貸付疑惑――兄弟福祉財団の正体は」KBS、『追跡 60 分』2012
年 10 月 24 日、「兄弟福祉院の監禁者たちの 26 年」MBC、『時事マガジン』2013 年 11 月

















年 11 月 22 日に正式に発足し、その後兄弟福祉院事件の真相究明活動は「対策委」を中心
に行われた217。 
「対策委」は当時の資料を収集し、2013 年 10 月『韓国のホロコースト！兄弟福祉院事
件の真実を語る』という資料集としてそれらを発刊し（兄弟福祉院事件真実究明のための




せられ、2015 年 1 月現在はドキュメンタリー制作と被害者証言集を準備している。そして、





                                                                                                                                                  
年 3 月 22 日などがある。 
216 韓国の公的扶助は、「国民基礎生活保障法」に基づいて行われる。 































人に対してはそれにかかる費用を支給することにした（第 8 条）。 
この案を修正した「兄弟福祉員被害事件真相究明及び被害者支援に関する法律案」が、2







があったためである。そのため、この法律案は発議した三日後の 3 月 27 日に撤回される。 












害が発生した事件以外に、「兄弟福祉院」が認可をうけた「1975 年 7 月 5 日から、事件発
生によって施設が一時閉鎖された 1987 年 6 月 30 日までに強制的に隔離収容された事件」
と変更することで、暴行を受けたかどうかに関係なく、「収容」されたという事実のみで被
害に相当することを明示した（第 2 条）。第三に、真相究明申請は、委員会が構成された日
から 1 年以内にすると規定し、時間が限定的な法律であることを明示した（第 8 条）。その















律は 16 に上る。ここでは 1980 年の「5・18 民主化運動関連者補償等に関する法律」「疑問
死真相究明に関する法律」などである。特に、「真実和解のための過去事整理基本法」は、
過去に国家による重大な人権侵害があったと認定される事件については、これに対する真
実究明作業を国家が行うことになっていた。しかし、2005 年 5 月制定されたこの法律は、






























に集中した。2014 年 9 月 29 日に司法研修院22044 期の「人権法学会」の協力を得、「兄弟
福祉院事件模擬国民法廷」を開催した。陪審員は市民の応募で構成し、裁判官は弁護士、
大学の法学専門の教員、被害者と 3 人が専任された。その裁判では、被告人のパク・イン












                                                  
218 「国家責任をめぐる論難」『ハンギョレ新聞』2014 年 11 月 21 日 
219 「『兄弟福祉院特別法』をめぐり、与野党 11 名ずつ分かれる」『ハンギョレ新聞』2014
年 11 月 21 日 
220 司法試験の合格者を対象に教育を行う国家機関をいう。 















































































1997 年 12 月 3 日に韓国政府は、財政破産を宣言し IMF から財政支援を受けることにな
ったと発表した。いわゆる「IMF 経済危機」のはじまりである。1997 年から 1998 年まで、
それまで韓国経済をリードしてきた「財閥」のうち 20 余のグループが解体され金融会社 9
7 箇所が倒産した。また、財閥 14 グループの 43 系列企業と中堅企業 29 社において、銀行
の管理のもとにリストラが実施された。中小企業 2 万社余が倒産し、1 万 3 千社余がワーク
アウト・プログラムに入った。失業率は 1997 年に 2.6％から 1998 年 7.9％に、失業者の数
は 56.8 万人から 149 万人に、各々約 3 倍増えたと推算された。このような経済危機のなか、





















223 『ピーディ手帳』MBC 1998 年 2 月 17 日 
224 『東亜日報』1998 年 3 月 10 日 
225 『ハンギョレ新聞』1998 年 3 月 11 日 
226 『京響新聞』1998 年 3 月 19 日 








犯罪者」『東亜日報』1998 年 3 月 29 日） 
 
いち早くから宗教団体を中心に路上生活者を対象にする活動が始まった。救世軍は 1998
年 1 月から 6 箇所のシェルターを開いた。カトリック教会は 3 月に明洞聖堂の地下駐車場
を改造してシェルターを建て、5 月に仏教の曹渓宗はシェルター「普賢の家」を、永登浦産
業宣教会と聖フランシスコ教会が「露宿者シェルター」を開始した。また市民団体も炊き出













政府は 1998 年 3 月 16 日に初めて路上生活者の数値を発表した。ソウルに 990 名、5 大
都市を含めて 1126 名の「露宿者」がいたと公表した228。ここから彼らは公的に「露宿者」
という言葉で呼ばれるようになった。 
1998 年 3 月 26 日に失業問題に対応するため「失業問題解決のための総合対策」が策定





生計安定対策本部 1998）。また、対策本部は 4 月 16 日、4 月 29 日に「庶民生計安定対策」
を発表した。その内容のうち、「露宿者」対策事業として計画されたことは次のようである。 
 
                                                  
228朝鮮日報 1998 年 3 月 26 日「地下鉄『露宿者』」 
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かる。寝床は「臨時」的なものであり、1 回 20 日に制限された。このため必要な予算で国
費 20 億ウォンが策定された。このように初期の「露宿者」事業は、「露宿者」問題を一時
的失業問題と捉え、応急対策として始まったのである。 
政府の政策を受け、各自治体も「露宿者」対策を開始した。ソウル市は 1998 年 4 月 6 日に
市長方針第 466 号「露宿者保護及び管理対策」を発表し、宗教・市民団体は直接サービス
を提供し、ソウル市はそれに必要な行政・財政的支援を行うという方針を決定した。また、
専門家と協議し支援体制を確立、緊急医療活動を展開する旨を発表した。6 月 9 日「露宿者
特別相談活動費使用計画」で予算関連事項を定め、それを具体化する市長方針第 728 号「露
宿者特別相談細部計画」が発布された。その内容は 1998 年 6 月 10 日夜 11 時から 11 日朝












































とした 2533 人分の個人相談記録および 806 人に対する個別調査を行い、1998 年 7 月 23
日にその結果を発表した。その結果によると、「露宿者」の年齢は平均 41 歳で、男性が 98％、








                                                  
229 「露宿者連行作戦の推進、議論を呼んだあげく『取り消し』に」『ハンギョレ新聞』1998





がっていた（ソウル市露宿者対策協議会 2000: 37）。 































98 年 7 月にソウル市は、政府から独立した「露宿者」諮問機構である「ソウル市露宿者対
                                                  
230 「露宿者の常住物乞い、ソウル公園の夜は無法天地」『京郷新聞』1998 年 10 月 1 日 
231 「住宅街に拡散、浮浪人の収容対策を」『京郷新聞』1998 年 10 月 14 日 
232 地下鉄内での押し売りと物乞いの取締件数は、各々3 万 5944 件、1 万 1670 件で月平均
4493 件と 1459 件に達した。これらは、去年に比べて 178％、69％増えたことである（「地
下鉄の押し売り、物乞い急増」『ハンギョレ新聞』1998 年 9 月 23 日） 
110 
 
策協議会」（市長方針第 833 号）を構成し、その傘下に「企画小委員会」を設置し、8 月 2





















20-30 人定員規模のシェルターを複数設置し 900 人余の新規露宿者を収容する計画であっ
た。シェルターを開設する目的は、応急的保護のためでもあったが、露宿者の「浮浪化」
を予防することにもあった（イ・テジンほか 2007: 76）。この計画によって、1998 年初に










































月 4 日の夜、700 人余の「露宿者」が「自由の家」に入所した。それで、一応 1998 年末か
ら 1999 年初まで「シェルター」に多くの「露宿者」が入所することになった。1999 年初
の「露宿者」のサービス体系は次のようである。 
 
                                                  
233 「ソウル市の露宿者を全員収容に」『ハンギョレ新聞』1998 年 11 月 25 日 














全国露宿者変化の推移は 1998 年 4 月から集計され始めた。1998 年から 1999 年までの「露
宿者」の推移は次のようである。 
 
表 13 ソウル市及び全国における「露宿者」の推移（1998 年） 
（単位：名） 
時期 ソウル 全国 
合計 入所者 路上露宿者 合計 入所者 路上露宿者
1998.4 650   2000  2000 
5 895 245 650    
6 1500   2593   
7 2100      
8 2400  2400    
9 2520 1020 1500 3020 1000 2020 
10 2502 1676 826    
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11 2951 2701 250    















うになった。「浮浪人」の年末基準の在所者は、1997 年 11,065 人、1998 年 10,645 人、19













である。この報告書は 1998 年 12 月 21 日から 1999 年 1 月 21 日まで「露宿者」110 人を
対象にインタビュー調査を行った結果をまとめたものである。「露宿者」が社会問題化され








































































路上 5 5 10 15 65 
自由の家 5 10 55 5 25 






2 3 10 15 70 






































1999 年 4 月にソウル市は、「露宿者管理細部執行計画」を発表した。推定「露宿者」の


































































市対策委員会 2000: 150-151）。2000 年に「露宿者タシソギ支援センター」が提出した専門
化は次のようである。 
 






























































































は 55.0％、入所期間 1 年未満が 84.1％で、相対的自立の可能性が高い、という特徴があっ
































































































「露宿者シェルター」の場合、国庫 70％・自治体 30％（ソウル市は 50：50）、「チョッパ
ン」は、国庫 50％自治体 50％、「浮浪人」施設は国庫 100％が明示され、より計画的に予
算分配が行われるようになった。 
第五に、法的整備の必要性が提起された。「浮浪人」施設の場合、「浮浪人福祉施設設置




























2003 年 7 月に改正された社会福祉事業法第二条社会福祉事業の範囲に、「露宿者」条項が









生活するか、それによって浮浪人福祉施設に入所した 18 歳以上の者をいう。 
1 の 2．「露宿人」とは、定まった住居なく相当な期間に路上で徘徊また生活す













































表 16 ソウル市の浮浪型・一般露宿型の区分（2007 年） 
区別基準 浮浪型 一般露宿型 




















出典：「浮浪人と露宿人の差異をご存知ですか」『京郷新聞』2007 年 11 月 9 日付 
 
                                                  
240「路上を徘徊する人が浮浪人か露宿者かを巡り、政府と自治体の間に見えない争いがは
じまった。予算の問題と直結するからである」（「浮浪人・露宿人政策『マゴマゴ』、曖昧な
法規定、区別の曖昧」『文化日報』2007 年 9 月 5 日） 
241「露宿人に顔を背ける『地方自治時代』」『ニューシス』2007 年 11 月 16 日 
242 「ソウルの方が露宿人の待遇がいいらしい」『アジアツデー』2008 年 12 月 11 日 
243 「浮浪人・露宿人政策『マゴマゴ』、曖昧な法規定、区別の曖昧」『文化日報』2007 年 9
月 5 日 
126 
 

















































問題意識から、いつくかの報告書が発行された。2009 年 4 月 1 日に、韓国貧困問題研究所































































                                                  
246 「露宿人代わりにホームレス?ハングル団体激憤」『連合ニュース』2009 年 8 月 26 日 












デヒョン［김대현］ 2011: 18-19）250。 
その 4 つの法案は、2011 年 4 月 15 日に保健福祉常任委員会で法律案 4 つと請願一件を
踏まえて、「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律案」を対案としてまとめられ、本会
議に付議された。議論になった名称は「露宿人等」に調整することになった。 
続いて 4 月 28 日に法制司法委員会を無修正で通過し 4 月 29 日に本会議に回付され参席
176 名、棄権 1 名、賛成 175 名に可決された。また、この方案の具体的な指示事項などを













                                                  







2011 年 4 月 7 日にソウル駅近く「チョッパン」密集地で天幕を設置し「ホームレス法制定
現場説明会」が行われた。 
250 他の 3 つの法案検討報告書でも同じ内容が提示されていた。 





















5．露宿人給食施設：第 1 条による給食施設 





































































た（ナム・ギチョルほか 2013a: 82-83）。 
第一に、自活と再活の区分は、客観的かつ医学的診断を根拠とする。身体障害、精神障
害、薬物使用障害といった客観的診断名が与えられた「露宿人」の場合、再活施設の利用
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弱階層全国調査」（結果報告発表会は 2012 年 6 月 15 日）で、その調査に含まれていたが、













されている。この報告書で把握された住居脆弱階層は 261,038 人と推算された。 
一方、「露宿人全国実態調査」は路上生活者の時集計調査と施設利用者の一時集計調査に
































2012 年から新しい法体制に合わせ、保健福祉部は、2012 年 5 月に『露宿人福祉事業の























































                                                  
252 補助金管理に関する法律施行令による。「露宿人自活施設」などは、ソウルは国庫 50、
































































第 1 章では、1960 年代における「浮浪児」カテゴリーの生成と実態を中心に分析した。
韓国で 1960 年代から「浮浪児」が急増した理由は、1950 年～53 年の朝鮮戦争の影響だけ





























































































まず、ホームレスの属性の変容である。1960 年代から現在までの概念を大きく 3 つに区
分することができる。 
















































徴に応じて、これら 3 つの時期を、次のように整理することもできる。 
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第 1 章 総則 













第 3 節 業務遂行の手引き 
1．市長・郡守・区庁長254は、警察と共同で浮浪人取締班を編成し月 1 回以上、定められた





























第 2 章 通報 





























接客業所  住民・公務員  
地域通報責
任者 
 ↘ ↓ ↙  
  通報センター  
・通報手続き
簿登載 
  ↓ 報告  
  機動取締班   
  ↓ 引継ぎ  




第 3 章 取締 
第 1 節 機動取締班の編成と運営 
1．市庁・区庁・郡庁は警察署と共同で浮浪人機動取締班を編成する。 
区分 市・区 郡 





班員 市区：支援 3 名 
警察官：2 名 





























第 4 章 収容および保護 
第 1 節 一連番号による分類 
収容浮浪人に対しては、年度、市道ごとに一連番号を付与し、〔浮浪人の情報を〕管理する。
市道ごとの番号は機関番号の順番に並べ、市道区分ができない者は 12 番に分類する。 
 
（年度別）  （市道別）  （個人番号） 
75 -------------------- 1 -------------------- 1 
75 -------------------- 2 -------------------- 1 
     
75 -------------------- 12 -------------------- 1 
 







身元特異者256 -------------------- 赤色 
虞犯者 -------------------- 青色 
患者257 -------------------- 黄色 
そのほか -------------------- 白色 
 



























                                                  
256 訳注: おそらく「不穏分子」、つまり思想犯や社会運動勢力を意味していたと推測される。 
257 訳注: 具体的な症状、精神あるいは生理的疾病等の区分など、具体的なかたちでの規定
は一切ない 


















第 8 節 収容者の保護 
1．各種機関の長は、浮浪人の年間予想収容数を判断し、管轄収容施設ごとに必要とされる
予算を配分しなければならない。 







・白米 596 グラム（4 合）――124.18 ウォン 


















第 5 章 帰郷措置 































第 2 節 帰郷者身上記録カード作成 
1．邑長・面長・洞長は、浮浪人を引受する際には、一連番号に基づき「帰郷浮浪人身元記
録カード」を作成し管理する。 
2．身元記録カード写本は、管轄支・派出所長に対しても各 1 枚送付しなければならない。 
3．支・派出所長は、管内浮浪人の名簿による実態を把握し、管理する。 
 







第 6 章 事後管理 





































的に、社会福祉事業法第 22 条の規定に基づき設置された社会福祉施設をいう。 








第 2 章 入退所管理 
 











































（3）他の専門施設への転院措置の場合でも、第 1 項及び第 2 項の規定を適用する。 
第 10 条（当然退所）（1）市長・郡守または施設の長は、縁故者が院生の引継を要求する際
には、縁故者を確認した上で退所措置をしなければならない。 






第 3 章 収容保護 
 
第 11 条（施設設置基準）（1）廊下、屋根裏など共用面積を除く、居室の実面積は院生一人














い。ただし、浮浪児施設に置く職員については、児童福祉法施行令第 12 条による。 
1．施設長 1 人 
2．総務：1 人 
3．相談要員（社会福祉士 1 級）：1 人 
4．生活指導員（社会福祉士 2 級または 3 級）：院生 50 人あたり 1 人 
5．医者または嘱託医者：1 人以上 
6．看護員または看護補助員：1 人以上 













（5）施設職員の総数（単純な労務に従事する者は除く）の 3 分の 1 以上を社会福祉資格所
持者が占めるように採用しなければならない。また社会福祉士資格証所持者総数の 5 分















し 5 日以内にその結果を施設の長に通報しなければならない。 
（2）施設の長は、別紙第 10 号書式に基づき縁故者照会記録簿を作成し備えて置く。 





康記録簿を、また別紙第 12 号書式に基づき医務日誌を作成・備え付する。 




























死因、死体処理の内容などを、1 か月に 1 度、市長・郡守に報告しなければならない。 















































（3）民法第 777 条の規定による親族は役人総数の 3 分の 1 を超えない。 
第 29 条（報告）（1）施設の長及び市長・郡守は院生の変更などに関して常に記録し、また
管理しなければならなく、施設の長は毎週 1 回、別紙第 15 号書式に基づき院生の変動
状況を市長・郡守に報告しなければならない。 

























（施行 2012 年 6 月 8 日、法律第 10784 号、2011 年 6 月 7 日制定）261 
 















































































第 3 章 福祉サービスの提供 
第 10 条（住居支援）①国と地方自治体は、露宿人等の適切な居住生活のため次号のいずれ
か一つに該当する居住支援を行うことができる。 
1．第 16 条による露宿人福祉施設による保護 



























































5．露宿人炊き出し施設：第 11 条による炊き出し施設 

























1．第 10 条、第 12 条及び第 13 条による住居・医療・就労支援のための相談及び福祉サー
ビスの連携 



































第 6 章 罰則 
第 26 条（罰則）①第 21 条に違反し禁止行為を行った者は、3 年以下の懲役または 1 千 500
万ウォン以下の罰金に処する。 
②第 23 条を違反し職務上知った秘密を漏らした者は、2 年以下の懲役または 1 千万ウォン
以下の罰金に処する。 
③第 15 条第 2 項を違反し届け出なしに露宿人施設（露宿人炊き出し施設を除く）を設置・







第 28 条（過料）①第 11 条第 2 項または第 13 条第 3 項による届け出義務を違反した者や第






付則＜第 10784 号、2011 年 6 月 7 日＞ 
 




と地方自治体以外の者が運営する露宿人施設は本法の施行後 1 年以内に第 15 条第 3 号
による設置・運営基準を備え再び届け出を出さなければならない。 
 
第 3 条（他の法律の改正）①社会福祉事業法の一部を次のように改正する。 









第 3 条第 1 項第 9 項を第 10 号にし、同じ項に第 9 号を次のように新設する。 
9．「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律」による露宿人等 
 
 
 
 
